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えると EUの規準の背後にあるものは日本とは大き  
く異なることが分かる。  
2．中小企業という概念  













＜表2を挿入＞   
さらに、一つの国内においても、その基準は変化  
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3．日本の中小企業政策概念  
（1）二重構造問題   
戦後日本経済の特徴として、経済の二重構造が問  
題視された。有択広巳氏の指摘した二重構造問題を  


































































問題としていたのである。このようにして認識され  ＜表3を挿入＞  






















































































































































































































一6ノー   
った。80年代の日本の競争力を支えた日本的下請シ  




























































































図1 日本における中′ト企業の割合（非1次産業、2001年）  
中小企＃の地l正  
纂l聯相銀け綿拉  貞鮒に甜も糟位  
野中小企業斤ー中小金策白書j   
総務省「事業所・企業統計研套」を胃噂鞠エ  
出所：商工中金HP  ニ／／w剛しShokochukin．  
－わ、il   
表1 新中小企業基本法における「中小企業」の範囲  
資本金  従業員   
製造業   3億円以下  （5，00P万円）   300人以下（300人）   
卸売業   1億円以下   （1，000万円）   100人以下（100人）   
小売業   5，000万円以下（1，000万円）   50人以下（50人）   
サービス業   5，000万円以下（1，000万円）  100人以下（50人）   
※（）内の数値は、旧基本法（63年制定時）のものである。なお、73年には製造業の資本金規準  
が1億円、卸売業が3，000万円に引き上げられた。  
※ 資本金基準または従業員数基準を満たす企業が中小企業の範囲である。  
出所：中小企業基本法  
参考 中小企業庁HP http：／／www．chusho．meti．go．jp／index．html  
表2  アメリカにおける「中小企業」の範囲  
産業  
製造   業種により従業員数500人以下から1，500人以下   
建設業   業種により年間収入700万＄以下から1，700万＄以下   
卸売業   従業員数100人以下   
小売業  業種により年間収入500万＄以下から2，100万＄以下   
金融業   総資産1億＄以下   
サービス業  業種により年間収入250万＄以下から2，150万＄以下   
※ アメリカでは産業標準分類ごとに細かく中小企業の範囲を規定しているため上記のような表記になる。  
出所：渡辺幸男ほか『21世紀中小企業論』有斐閣アルマ、2001  
表3  瀧澤［1995］の「認識型中小企業本質論」  
出所：瀧澤菊太郎「商工金融 45巻10号」1995  
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図2  開廃業率の推移（非1次産業、年平均）  
a）事業所数による開廃業率の推移  b）企業数による開廃業率の推移  
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出所：中小企業庁編『中小企業白書 2005年版』  
表4  中小対策費予算の内訳（1993年度。億円）  
a）中小企業対策予算の内訳  
項目   総額   補助金  補給金  貸付金  出資金  その他   
金額（％）  1，956（100）  1，173（60） 223（11） 50 （3）  446（23）  63 （3）  
b）補助金の使途別内訳  
人件費 462（39％）   事業費 712（61％）  
c）補助金の交付先別内訳  
地方自治体 90（8％）   団体・組合1，064（91％）   組合・企業19（1％）  
出所：植田浩史『現代日本の中小企業』岩波書店、2004  
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図3  下請構造の変化   図4  下請中小企業比率の推移   
瑚脚き葛篭 械語農鯖う懲 















中小企業庁編『中小企業自書 2005、2003年版』ぎょう  
せい、2005、2003  
中小企業庁編『中小企業施策総覧 平成17年度版』中′ト  
企業総合研究機構、2005  
日本中小企業学会編『中小企業政策の†大転換」』同友館、  
2001   
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商工中金HP http：／／www．shokochukin．go．jp／   
中小企業庁HP   
http：／／ww肌Chusho．meti．go．jp／index．htm  
資料：申ホ企業庁作成   
一出所：砕か金策抒轟『砕か金灘自沓 望¢05年版』  
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